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障がい者基本計画 障がい福祉計画 障がい児福祉計画 

障害者基本法に基づき、上

田市の障がい者施策の全体の

方向性を示す計画 

障害者総合支援法に基づ

き、障害福祉サービスや地域

生活支援事業などの具体的な

事業の実施方法を示す計画 

児童福祉法に基づき、障害

児通所支援及び障害児相談支

援などの具体的な事業の実施

方法を示す計画 

 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 

障がい者基本計画             

障がい福祉計画             

障がい児福祉計画             

 

第３次 R３～R８ 第４次 R９～R14 

第２期 R3～R5 第３期 R6～R8 第４期 R9～R11 第５期 R12～R14 

第６期 R3～R5 第７期 R6～R8 第８期 R9～R11 第９期 R12～R14 

計画の概要 

計画の位置付け 

計画の期間 

福祉施策を構成する各計画は、障がい者等で構成されている当事者団体をはじめとする

関係機関との連携や協議により成り立ち、互いに連携して福祉施策の推進を図る体系とな

っています。「障がい福祉計画」及び「障がい児福祉計画」は「障がい者基本計画」の実施

計画的な位置付けであり、市の関連計画との整合性を図りながら策定しています。 

子 ど も ・ 子 育 て  

支 援 事 業 計 画  

総 合 計 画 

地 域 福 祉 計 画 

障がい福祉計画・障がい児福祉計画 

高 齢 者 福 祉  

総 合 計 画  
障 が い 者 基 本 計 画  

自 立 支 援 協 議 会  障 が い 者 等 当 事 者 団 体  行政・就労等関係機関 



2 
 

計画の基本理念 

⑴ 障がいのある人等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

障がいのある人の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に配慮するとともに、障がい福祉サービ

スなどの必要な支援を受けながら、本人が望む地域生活や社会生活を送ることができるように、障が

い福祉サービス等の提供体制の整備を進めます。 

 ⑵ 障がい種別によらない一元的な障がい福祉サービスの実施等 

障がいの種別によらず、必要な人が必要な支援を受けられるように、障がい福祉サービス等を一元

的に提供していきます。また、発達障がい・高次脳機能障がいのある人、難病患者が障がい福祉サー

ビスの対象になっていることについて、一層の周知を図ります。 

 ⑶  入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に対応した

サービス提供体制の整備 

入所施設や精神科病院等から地域生活への移行の促進と、地域生活を継続するための支援の充実を

図るとともに、障がいのある人の就労や職場定着を支援するために、サービス提供体制の整備、地域

の社会資源の活用等を図っていきます。  

 ⑷ 地域共生社会の実現に向けた取組 

インフォーマルな活動を支援し、障がいのある人を包摂した地域づくりに対し地域住民が主体的に

取り組むための仕組みづくりを推進します。また、専門的な支援を必要としている人のために、各分

野の協働を通じた総合的な支援体制の構築に向けた取り組みを計画的に推進していきます。 

 ⑸ 障がい児の健やかな育成のための発達支援 

障がい児のライフステージに沿って、切れ目の無い支援を提供する体制の構築を図るとともに、医

療的ケア児が支援を円滑に受けられるようにするなど、包括的な支援体制の構築を図ります。また、

障がいの有無にかかわらず、全ての児童が共に成長できるように、地域社会への参加や包容（インク

ルージョン）を推進します。 

 ⑹ 障がい福祉人材の確保・定着 

安定的に障がい福祉サービス等を提供し、様々な障がい福祉に関する事業を実施していくため、専

門性を高めるための研修の実施、多職種間の連携の推進、障がい福祉の現場が働きがいのある魅力的

な職場であることの積極的な周知・広報等、関係者と協力して取り組みます。 

 ⑺ 障がいのある人の社会参加を支える取組・定着 

障がいのある人が文化芸術を享受鑑賞したり、創造や発表等の多様な活動に参加する機会を確保し

たりすることなどを通じて、障がいのある人の個性や能力の発揮を図ります。障害者情報アクセシビ

リティ・コミュニケーション施策推進法、長野県障がい者共生条例、うえだ手話言語情報コミュニケ

ーション条例などを踏まえながら、障がいのある方の社会参加の促進を図ります。また、視覚障がい

のある人等の読書環境の整備を計画的に推進します。 
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第７期障がい福祉計画･第３期障がい児福祉計画の成果目標 

福祉施設から一般就労への移行等 ４ 

地域生活支援拠点等の充実 ３ 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 ２ 

福祉施設入所者の地域生活への移行 １ 

 成果目標 Ｒ8目標 

構築に向けた課題の 

共有と検討の実施 

協議の回数 

３回 

 

●令和4年度末時点での市の施設入所者（206人）

の 6 ％にあたる 13人を令和 8年度末までに地域

生活に移行する者として設定します。 

●また、令和８ 年度末時点での市の施設入所者数

を、令和 4年度実績から２人減少を目標とします。 

成果目標 Ｒ8目標 

地域生活移行者数 累計１３人 

施設入所者総数 －２人 

 

●精神障がい者が、地域の一員として安心して自分ら

しい暮らしをすることができるよう、精神障がいにも

対応した地域包括ケアシステムの構築を進めるた

め、地域での保健、医療、福祉等の関係者による

「地域包括ケアシステム検討委員会」にて年３回の

協議を目標とします。 

 成果目標 Ｒ8目標 

拠点機能の充実に向けた 

運用状況の評価検証等 

評価検証及び 

検討 年３回 

強度行動障害を有する者

への支援ニーズの把握と

支援体制の整備 

実施、自立支援

協議会にて検討 

 

●地域定着支援の促進、重症心身障がい児や医療的

ケアの必要な障がい児等に対応できる体制、障が

い児の相談支援体制の強化等について、「緊急ショ

ートステイ運営委員会」にて年３回の運用状況の検

証及び検討を行います。また、強度行動障害を有す

る者に関し、支援ニーズを把握し、支援体制の充実

を図ります。 

 成果目標 Ｒ8目標 

一般就労移行者数 39人 

就労定着支援利用者数 17人 

就労移行支援事業利用終

了者のうち就労定着率が

7割以上 

就労移行支援事

業者のうち 25％

以上が達成 

障がい者就労施設等から

の物品等の調達額 
10,000千円 

 

●一般就労移行者数は、令和 3年度実績（28人）の 

1.28倍以上を目標とします。 

●就労定着支援利用者数は、令和3年度実績の（12

人）の 1.41倍以上となるよう、17人に設定します。 

●市内の就労移行支援事業所のうち、25%以上は、

就労移行支援事業利用終了者のうち就労定着率

が 7割以上を達成することを目標とします。 

●障がい者就労施設等からの物品等の調達額は、 

基本計画同様、10,000千円を目標とします。 
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障がい児支援の提供体制の整備 ５ 

相談支援体制の充実・強化等 ６ 

障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 ７ 

成果目標 Ｒ８目標 

児童発達支援センター及

び保育所等訪問支援体制 
充実・機能強化 

重症心身障がい児の支援 充実 

障がい児の地域社会への

参加・包容を推進する体

制の構築整備 

あり 

 

●市内にある 2 か所の児童発達支援センターにおい

て、児童発達支援及び保育所等訪問支援等のサー

ビスの充実と機能強化を目標とします。 

●重症心身障がい児の支援施設について、サービス

の充実を図ります。 

●地域支援体制の構築、関係機関と連携した支援、

地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推

進、医療的ケア児等の特別な支援が必要な障がい

児に対する支援体制の整備等を行います。 

成果目標 Ｒ８目標 

総合的・専門的な 

相談支援の実施 
実施 

相談支援事業者への 

専門的な指導・助言回数 
76回 

相談支援事業者への 

人材育成支援件数 
180件 

地域の相談機関との 

連携強化の取組回数 
３回 

主任相談支援専門員 

の配置人数 
1３人 

 

●地域における相談支援体制の検証・評価を行うとと

もに、総合的な相談支援、専門的な指導・助言、人

材育成等の機能の強化・充実を目指し、基幹相談

支援センターを主体として相談支援事業所への訪

問による指導・助言や、研修開催などの人材育成支

援を行います。 

●また、ケアマネ連絡会などにより相談機関相互の情

報共有と連携強化を図ります。 

●併せて、こうした指導的役割を担う主任相談支援専

門員が、令和８年度時点で市内の相談支援事業所

に 1３人以上配置されることを目標とします。 

成果目標 Ｒ８目標 

都道府県が実施する障が

い福祉サービス等に係る

研修等への市職員の参加 

30人 

上小圏域内事業所の請求

担当者向け説明会の実施 
年１回 

 

●利用者が真に必要とする障害福祉サービス等を提

供していくため、サービス提供事業所を指導監査す

る立場にある職員のスキルアップや、障害者自立支

援審査支払等システム等の審査結果を活用した事

業所の運営適正化の取組み、事業所に対する実地

指導の結果について県と市町村との情報共有な

ど、障がい福祉サービス等の質を向上させるための

取組を実施する体制の構築を目指します。 
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障がい福祉サービス等の見込量 

 サービス名 単位 
6年度 

(2024) 

7年度 

(2025) 

8年度 

(2026) 

訪
問
系
サ
ー
ビ
ス 

居宅介護 

(ホームヘルプ) 

時間 3,486 3,584 3,684 

人 231 241 252 

重度訪問介護 
時間 2,000 2,200 2,400 

人 4 4 5 

同行援護 
時間 135 161 191 

人 13 15 17 

行動援護 
時間 1,287 1,306 1,325 

人 23 24 24 

重度障害者等 

包括支援 

時間 1,520 1,520 1,520 

人 6 6 6 

 
     

 サービス名 単位 
6年度 

(2024) 

7年度 

(2025) 

8年度 

(2026) 

居
住
系
サ
ー
ビ
ス 

自立生活援助 人 8 9 9 

共同生活援助 

(グループホーム) 
人 208 215 221 

施設入所支援 人 192 192 191 

 
     

 サービス名 単位 
6年度 

(2024) 

7年度 

(2025) 

8年度 

(2026) 

相
談
支
援 

計画相談支援 人 485 516 549 

地域移行支援 人 4 7 10 

地域定着支援 人 150 165 182 

 

障がい福祉サービスの見込み量 

 サービス名 単位 
6年度 

(2024) 

7年度 

(2025) 

8年度 

(2026) 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

生活介護 
人日 9,159 9,340 9,525 

人 466 475 485 

自立訓練 

（機能訓練） 

人日 13 19 27 

人 1 2 3 

自立訓練 

（生活訓練） 

人日 427 444 462 

人 26 28 29 

就労移行支援 
人日 693 752 817 

人 41 44 49 

就労継続支援 

（Ａ型） 

人日 1,286 1,613 2,022 

人 68 84 104 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

人日 7,615 7,851 8,094 

人 454 467 481 

就労定着支援 人 18 32 55 

療養介護 人 32 32 32 

短期入所 

（福祉型） 

人日 192 215 240 

人 19 21 23 

短期入所 

（医療型） 

人日 37 41 45 

人 7 9 11 

      

 サービス名 単位 
6年度 

(2024) 

7年度 

(2025) 

8年度 

(2026) 

障
害
児
通
所
支
援 

児童発達支援 
人日 1,039 1,061 1,083 

人 88 96 105 

医療型 

児童発達支援 

人日 77 103 138 

人 10 15 24 

放課後等 

デイサービス 

人日 2,348 2,735 3,186 

人 310 371 444 

保育所等 

訪問支援 

人日 2 2 2 

人 2 2 2 

居宅訪問型 

児童発達支援 

人日 1 2 3 

人 1 2 3 

障害児相談支援 人 123 137 153 

医療的ケア児に 

対する関連分野の 

支援を調整する 

コーディネーター

人 3 3 3 

 

（年間合計を 12で除した１か月当たりの見込量） 
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地域生活支援事業の見込み量 

事業名 単位 
6年度 

(2024) 

7年度 

(2025) 

8年度 

(2026) 

理解促進研修・啓発事業 実施 実施 実施 

自発的活動支援事業 実施 実施 実施 

相
談
支
援
事
業 

33  36  40  

基幹相談支援センター 設置 設置 設置 

相談支援機能強化事業 実施 実施 実施 

成年後見制度 

法人後見支援事業 
実施 実施 実施 

成年後見制度 

利用促進事業 
件/年 4 5 6 

市民後見人養成講座 人/年 200 200 200 

      

事業名 単位 
6年度 

(2024) 

7年度 

(2025) 

8年度 

(2026) 

日
常
生
活
用
具
給
付
事
業 

件/年 15 23 34 

件/年 13 13 13 

件/年 77 85 94 

情報・意思疎通 

支援用具
件/年 18 22 27 

件/年 4,201 4,321 4,444 

住宅改修 件/年 4 5 5 

 

事業名 単位 
6年度 

(2024) 

7年度 

(2025) 

8年度 

(2026) 

手話通訳者・ 

要約筆記者派遣事業 
件/年 399 454 518 

手話通訳者設置事業 人/年 2 2 2 

手話奉仕員養成研修 人/年 2 2 2 

移動支援事業 
人/年 154 154 154 

25,000 25,000 25,000 

地域活動 

支援センター事業 

3 3 3 

人 270 270 270 

訪問入浴サービス 
 2 2 2 

人 19 20 20 

日中一時支援事業 
人/年 48 48 48 

900 900 900 

緊急ショートステイ事業 実施 実施 実施 

     

事業名 単位 
6年度 

(2024) 

7年度 

(2025) 

8年度 

(2026) 

社
会
参
加
促
進
事
業 

レクレーション

活動等支援事業 
回/年 1 1 1 

芸術・文化講座 

開催等事業 
回/年 1 1 1 

点字・声の広報

等発行事業 
人 51 51 51 

点訳奉仕員等 

養成研修事業 
人 2 2 2 
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氏名 所属団体 備考 

青木 治樹 医療法人清泰会 メンタルサポート そよかぜ病院  

飯島 直子 上小山びこ会  

遠藤 謙二 上田市医師会  

遠藤 良和 上小地区障がい児者施設連絡協議会  

小林 功子 上田市肢体不自由児者父母の会  

斉藤 ゆかり 社会福祉法人 樅の木福祉会  

鈴木 敏之 上田公共職業安定所  

高木 津留子 特定非営利活動法人 上田市身体障害者福祉協会  

中島 豊 有識者  

中村 栄孝 社会福祉法人 上田市社会福祉協議会  

橋詰 正 上小圏域障害者総合支援センター 会長 

波多 裕之 長野県上田養護学校  

古川 友枝 上田市民生委員・児童委員協議会  

吉池 美智恵 上田市手をつなぐ育成会  

和田 芳則  公募 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上田市障害者施策審議会 委員名簿 

真田パパ丸 


